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〔第一問〕　−50点−

問 １（25点）

次の⑴及び⑵の事項を説明しなさい。

⑴　法人の事業税の延滞金が発生する場合について、適用される延滞金の割合（※）及

び延滞金が控除される期間を踏まえて説明しなさい。

なお、道府県の徴税吏員が延滞金を徴収することとなる場合には、適用される延滞

金の割合及び延滞金が控除される期間についての説明は要しない。

※　租税特別措置法第93条第 ２項に規定する平均貸付割合は0≥8％とする。

⑵　清算中の法人（※）が行う各事業年度の事業税の申告納付について、事業を行う法

人（清算中の法人を除く。）が行う申告納付との違いを踏まえて説明しなさい。

なお、事業税の各区分における課税標準の算定方法、申告納付を行うに当たって記

載する事項及び添付する書類についての説明は要しない。

※　当該法人は令和 ８年 ４月 ３日以後に解散した法人とする。

問 ２（25点）

甲株式会社（以下「甲社」という。）の第 ６期事業年度（令和 ８年 ４月 １ 日から令和 ９

年 ３月31日までの事業年度）における事業税付加価値割の算出の基礎となる課税標準の算

定方法を次の【資料】に留意しながら説明しなさい。

【資料】

１　甲社は令和 ３年 ４月 １日に設立され、Ｌ県に本店（設立当初より設置）を、Ｍ県

に支店（設立当初より設置）及び工場（設立当初より設置）を、Ｎ県に支店（令和

８年11月 １ 日より設置）を設置し、家具の製造業を行っている。

２　甲社は令和 ６年 ４月 １日からＯ国においても支店（恒久的施設に相当するもの）

を設置し、家具の製造業を行っている。

３　甲社の第 ５期事業年度終了時点の資本金の額は120≤000≤000円、資本準備金は

920≤000≤000円である。

４　甲社は令和 ８年 ５月30日に行われた株主総会において、会社法第447条第 １項の

規定により資本金の額を40≤000≤000円減少し、減少する資本金の額の全額を資本準

備金に振り替える旨決議を受けた。なお、当該事項に係る効力発生日は令和 ８年 ８

月31日である。

５　Ｍ県支店の従業者数は、第 ６期事業年度開始の月の月末時点では20名であった

が、繁忙に合わせて毎月増員し、第 ６期事業年度終了日時点では45名となった。
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６　甲社は、Ｏ国支店の設置に当たり、本店からＯ国支店へ貸し付けを行っており、

各事業年度末に貸付金に係る利子の支払を受けている。

７　Ｍ県工場では、機材を一時的に保管するために令和 ８年 ６月 １日から令和 ８年 ６

月28日までの間、県内の倉庫を賃借していた。

８　Ｍ県支店においては、乙株式会社から労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派

遣労働者の保護等に関する法律第66条第 １項に規定する労働者派遣契約に基づき労

働者派遣を受けている。

９　Ｌ県本店における給与・賞与等については、法人税の課税標準である所得の計算

において、一部の役員給与が損金不算入とされている。

10　Ｏ国支店で従事する従業者へ支払われる毎月の給与等には、Ｏ国で従事するため

の在勤手当が含まれている。この在勤手当は、Ｏ国における物価、生活水準、為替

市場等の状況を踏まえ、必要な範囲で給与に加算されているものである。

11　甲社は、Ｏ国において事業を行うことにより、国内及びＯ国内のそれぞれの事業

に帰属する所得についてＯ国の法令に基づき法人税に相当する額を課税されてお

り、法人税の課税標準である所得の計算において、全額を損金の額に算入してい

る。

12　甲社の第 ６期事業年度における法人税の課税標準である所得の計算において、支

払を受けた利子について源泉徴収された所得税額及び復興特別所得税額の全額を損

金の額に算入している。

13　甲社の第 ６期事業年度における、法人税の課税標準である所得の計算において、

損金の額に算入される国内雇用者に対する給与等の支給額（所得税法第28条第 １項

に定める額）の総額は516≤600≤000円（前期504≤000≤000円）であった。

14　上記 １〜13を踏まえ、地方税法施行規則第六号様式別表五の二に記載された額の

一部は次のとおりとなる。

・報酬給与額………600≤000≤000円

・純支払利子………144≤000≤000円

・純支払賃借料…… 96≤000≤000円

15　甲社は国内外における事業に係る経理を明確に区分していない。

16　甲社は租税特別措置法第42条の12の ５ 第 ２ 項に規定する中小企業者等に該当す

る。

17　上記 １〜16以外に考慮すべき項目はない。


